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Abstract
 
This research examines the electric power deregulation effects of each Japan’s electric power
 
company by using the time series approaches of DEA (Data Envelopment Analysis)and Inverted
 
DEA (Inverted Data Envelopment Analysis). This study identified that the deregulation has
 
gradually improved productivity of Japan’s electric power industry.
１ はじめに
国内外における規制緩和の流れのなかで，日本における電力自由化は，1995年，発電事業などへの
新規参入拡大に始まった．電気事業への競争原理導入により，電気料金の逓減やサービス水準の向上
といった，事業体の努力が段階的に進められてきている．2000年，小売りの部分自由化が始まって以
来，電力各社は料金体系を４回見直しており，電気料金の値下げを実行している．したがって，電気
料金の面において，電力自由化の成果は上がりつつある．しかし，実際の生産性の面において効率化
が行われているかは疑問が残る．そこで本研究では，わが国における電気事業体（電力会社）の生産
性を時系列的に比較考察することで，電力自由化後，効率化が行われているかどうかを，DEA（Data
 
Envelopment Analysis）と Inverted DEA（Inverted Data Envelopment Analysis）の時系列分析に
よって実証的に調べることが目的である．
わが国の電気事業に対して規制緩和を実施する理由としては，売り手独占市場を寡占市場に誘導す
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ることで，競争原理により生産性の効率化がなされ，結果として利用者に対する電気料金の逓減やサー
ビス水準の向上が実現されるだろう，という経済学上のコンセプトに支えられている．そこで，段階
的に電力自由化が進んでいる現状において，電気事業への新規参入者と既存の電気事業体が公平な競
争を行いつつ，利用者にそのメリットを還元出来る状態かどうかを検証するものである．
今までに，わが国の電気事業体の生産性評価に，DEAや Inverted DEAを用いた分析は著者らの論
文［????］にあるが，これらは各論文で提案されたモデルの数値例として，かつ単年度のみ扱われており，
本格的な実証分析ではなかった．そして，わが国の電気事業体の生産性評価を時系列的に分析した本
格的な実証分析としては，著者の論文［??］があげれれるが，時系列分析が不十分であったために，電力
自由化後，わが国の電気事業体の効率がどのように変化してきたのかを十分に導けなかった．そこで
本論文では，論文［??］を踏まえ，わが国の電気事業体の生産性評価をより詳しく時系列的に分析するこ
とを目指し，電力自由化後，電気事業体の効率化に対する結論を導くことにある．
本論文の構成は次のようにまとめることができる．まず，２節では日本における電力自由化の経緯
を簡潔に示す．３節では本研究で用いるDEAと Inverted DEAについて，さらに，それらの応用モデ
ルの概要も示す．４節では電気事業体の生産性評価の枠組みについて示す．５節ではこれらの方法か
ら得た結果をもとに，電力自由化後の各電気事業体の効率化に対する考察を行う．６節では本研究を
まとめ，将来の研究課題を検討する．
２ 日本における電力自由化
フリー百科事典の『ウィキペディア（Wikipedia）』［??］によれば，「電力自由化とは，日本の一般電気
事業者（一般の電力会社）が地域毎に独占的供給を行ってきた電力を，既存の電力会社以外でも自由
に売買できるようにした，規制緩和の一連の動きのこと．」であると示されている．したがって，電力
自由化の目的は「安定的な電力供給の確保」と「効率的な電力供給システムの構築」という課題の同
時達成を目指し，公平な競争を導入した日本型モデルの仕組みを整備することにある．
電力自由化の議論は，1980年代より世界的潮流となってきていた規制緩和の進展のなかで1990年代
初頭のバブル経済の崩壊後，競争を促進し活力ある経済社会を実現するため，規制緩和の推進が大き
な政策課題となった．また，1990年代の急激な円高を契機として，為替レートで比較した電気料金の
内外価格差が指摘され，公共料金についても，規制緩和やより一層の経営効率化が求められるように
なった．
このような状況のなか，1993年（平成５），総務庁（当時）のエネルギーに関する規制緩和への提言
を契機に，電気事業審議会での審議が始まり，1995年（平成７）４月に31年ぶりの電気事業法改正が
行われた．現在までに，この電気事業法改正（平成７年12月施行）を含め，1999年（平成11）の電気
事業法改正（平成12年３月施行），2003年（平成15）の電気事業法改正（平成16年一部施行，平成17年
４月施行）と，計３回の法改正が行われている．これらによって，独立系発電事業者の新規参入や既
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存の電力会社以外の特定規模電気事業者の小売が認められた．また自由化範囲は使用規模2,000?以上
から500?以上，50?以上へと段階的に拡大されてきている．さらに，1995年（平成７）の電気事業法
改正により選択約款が導入され，電力の負荷平準化を進めるための料金メニューが許可制から届出制
になった．今後，2007年（平成19）４月頃を目途に，家庭用の利用者をふくむ全面自由化に関する具
体的な検討が開始されている［?］．
現状として，新規事業者が発電事業を立ち上げても，送電は既存の電力会社の送電線を借用せねば
ならず，価格決定権を得ることが出来ない脆弱なビジネスモデルにしかならないという現実がある．
このため，新規参入業者のビジネスは，大規模な工場など極めて限定的な地域にとどまっており，日
本では，自由化の進展は極めて厳しいという指摘がある［??］．その反面，2006年２月16日付の『日経産
業新聞』によれば，現在までに東京電力は1,100件（220万?），関西電力は270件（58万?），新規事業
者に顧客を奪われ新規事業者は確実に顧客を摑みつつあり，既存の電力会社は危機感を募らせている
という報道もある．
３ 分析モデル
本節では，わが国における電気事業体の生産性評価に使用する分析モデルを示す．具体的には，多
入力多出力のシステムの相対的な効率を測定する方法であるDEAと，著者らによって提案された日
本オリジナルなDEAモデルである Inverted DEA［??］について概要を示す．さらに，それらの応用モ
デルの概要も示すこととする．
３．１ DEAモデル
DEAに関する記述は様々あるが，本論文では次のように記述する．
DEAでは，評価対象となる事業体（多入力多出力システム）をDMU（Decision Making Unit）と
呼び，そのDMUは全部で n個あるものと仮定する．さらに各DMU?（j＝1,...,n）は，共通した入
出力項目を持ち，m種類の入力 x?＞０（i＝1,...,m）を使い，s種類の出力 y??＞０（r＝1,...,s）
を産出していると仮定する．
DEAモデルは，適用目的に応じて，出力を固定して入力を改善する「投入指向型のモデル」と，入
力を固定して出力を改善する「産出指向型のモデル」の２種類が存在する．さらに，実現可能なDMU
の活動条件によって規定される生産可能集合（production possibility set）を変更することでも，DEA
モデルが変化する．
ここで一般形の生産可能集合を用いた，各DMU?（o＝1,...,n）に対する投入指向型のDEAモデ
ルは，
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となる．また，一般形の生産可能集合を用いた産出指向型のDEAモデルは，
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と，⑶の双対問題
最小化 h?＝
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s
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v′? ε （i＝1,...,m),
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で表現される．これらのDEAモデル⑴と⑶の特徴の一つは，λの総和に対して下限（L）と上限（U）
を種々設定することによって，DEAの生産可能集合を変更できる点にある．
投入指向型のモデル⑴のθ?の最適解θ?をDEA効率値（DEA-efficiency score）と呼び，DMUの相
対的な効率の度合いを表す値である．このDEA効率値がθ?＝１かつ，入出力の余剰や不足を表すス
ラック変数全ての値が最適解においてゼロである場合（θ?＝１かつ，s???＝０，s??＝０の場合），
DMU?はDEA効率的（DEA-efficient）と判定される．また，それ以外の場合（θ?＝１かつ，少なくと
も１つ以上のスラックが s???＞０，s??＞０である場合と，θ?＜１の場合）は，DEA非効率的（DEA-
inefficient）と判定される．なお，値εは無限小正数（non-Archimedan inanitesimal）であり，この
εに特定の値を与えて解かなくとも，最適化を２段階にわけて行う方法が一般的に用いられてい
る［???］．
ここで，一般形の生産可能集合を用いたDEAモデルの上下限（L,U)＝(0,∞）または（L,U)＝
(1, 1）を⑴，⑶の中に組み入れることによって「CCRモデル［?］」または「BCCモデル［?］」をそれぞ
れ作ることが可能である．この２つのモデルの違いは規模に関する収穫（returns to scale）に対する
仮定にある．CCRモデルは規模に関して収穫一定（constant returns to scale）を仮定し，BCCモデ
ルはその仮定を課してはいない．さらに，上下限を（L,U）＝(0,1）と設定すると，規模の収穫減少
型モデル（Decreasing Returns to Scale Model）となり，（L,U）＝(1,∞）と設定すると，規模の収
穫増加型モデル（Increasing Returns to Scale Model）となる［???］．
そして，DEAの生産可能集合について何らかの先験的な情報が得られる場合，上下限（L,U）は
それに従って設定されるべきであり，先験的な情報が得られない場合は，分析目的別に設定される必
要がある．例えば，生産性を求めたい場合は（L,U）＝（0,∞）と設定し，技術効率（technical efficiency）
を求めたい場合は（L,U）＝(1, 1）として設定するなどである．この他にも様々なDEAモデルが存
在するので文献［?????????］などを参照されたい．
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３．２ Inverted DEAモデル
Inverted DEAは著者らの論文［??］で提案され，論文［??］の中で日本の公共事業投資の効率に適用さ
れている．したがって，Inverted DEAに関する記述は論文［??????］などにあるが，前節に従い，一般
形の生産可能集合を用いたDEAモデルに対する Inverted DEAモデルを示すこととする．
DEAと同様に，評価対象となる事業体をDMUと呼び，DMUは全部で n個あり，DMUは共通し
た入出力項目を持っているものとする．各DMU?はm種類の入力 x?＞０を使い，s種類の出力 y??＞
０を生産していると仮定する．
ここで一般形の生産可能集合を用いた，各DMU?（o＝１,...,n）に対する投入指向型のDEAモデ
ル⑴と⑵に対する Inverted DEAモデルは，
最大化 θ′?＋ε（
m
Σ
i＝１
s′??＋
s
Σ
r＝１
s′???),
制約条件 θ′?x?－
n
Σ
j＝１
x?λ′?＋ s′??＝０ （i＝1,...,m),
n
Σ
j＝１
y??λ′?＋ s′???＝ y?? （r＝1,...,s), ⑸
L  
n
Σ
j＝１
λ′? U （j＝１,...,n),
s′??? ０ （r＝1,....s),
s′??? ０ （i＝1,...,m),
と，⑸の双対問題
最小化 ξ′?＝
s
Σ
r＝１
u′??y??－σ′??L＋σ′??U,
制約条件
m
Σ
i＝１
v′?x?＝1,
－
m
Σ
i＝１
v′?x?＋
s
Σ
r＝１
u′??y??－σ′??＋σ′?? ０ （j＝1,...,n), ⑹
u′?? ε （r＝1,...,s),
v′? ε （i＝1,...,m),
σ′?? 0,σ′?? 0,
となる．また，一般形の生産可能集合を用いた産出指向型のDEAモデル⑶と⑷に対する Inverted
 
DEAモデルは，
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で表現される．これらの Inverted DEAモデル⑸と⑺は，一般形の生産可能集合を用いたDEAモデル
と同様に，λ′の総和に対する下限（L）と上限（U）を種々設定することによって，DEAモデルに対
応した生産可能集合を変更できる点にある．
Inverted DEAモデルでは⑺のφ′?の最適解φ′??を IDEA非効率値（IDEA-inefficiency score）と呼
び，DMUの相対的な非効率の度合いを表す値である．この IDEA効率値がφ′??＝１かつ，全てのス
ラック変数の値が最適解においてゼロである場合（φ′??＝１かつ，s″????＝0, s″???＝０の場合），
DMU?は IDEA非効率的（IDEA-inefficient）と判定される．また，それ以外の場合（φ′??＝１かつ，
少なくとも１つ以上のスラックが s″????＞0, s″???＞０である場合と，φ′??＜１の場合），IDEA効率的
（IDEA-efficient）と判定される．なおDEAと同様に，値εは無限小正数で，特定の値を与えて解か
なくとも，最適化を２段階にわけて行えば解くことができる［??］．
ここで Inverted DEAを記述的に表現すると，Inverted DEAは，DEAで入力 x?として扱っていた
ものを「出力」とし，出力 y??として扱っていたものを「入力」と逆転することで表現できる．すなわ
ち Inverted DEAは，DEAにおけるほとんど全てのヴァリエーションに対応して拡張することが可能
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である．DEAが最も効率的な活動からの差を表しているとすると，Inverted DEAは最も非効率的な
活動（最低の活動）からの差を表していると考えて良い．これはDEAにおける効率の概念と全く逆転
している．Inverted DEAがDEAとは逆の関係であることを，わかりやすく説明するために，図１に
１入力２出力の場合を示す．
図１から理解できるように，DEAでは効率的なDMUで構成される効率的フロンティア（efficiency
 
frontier）によって各DMUの活動を包絡するのに対し，Inverted DEAでは非効率的なDMUで構成
される非効率的フロンティア（inefficiency frontier）によって各DMUの活動を包絡するかたちとな
る．そして，点Ａに対応するDMU?の効率値は，DEAの場合では効率的フロンティア（太線）上のDEA
効率的な点Ｅ′を基準としてθ?＝OA/OE′となり，Inverted DEAの場合では非効率的フロンティア
（太線）上の IDEA非効率的な点 I′を基準としてθ′??＝OA/OI′であり，φ′??＝１/θ′??＝OI′/OAとな
る．［なお，OA，OE′，OI′は，線分OA，線分OE′，線分OI′の長さを表している．］
３．３ 事業体の分類
本節では，著者らが論文［??］で提案した事業体の分類法について示す．なお，事業体の分類法として
他に，Charnes,Cooperら［?］が提唱したものや，参照集合（reference set）に入る回数を基にある程
度分類する方法［???］などあるが，これらは，DEAにおける最適解の数学的性質によって分類するもの
であり，経営的な評価情報があまり含まれていない．
これに対し，著者らが提案した事業体の分類法は，DEAによる効率値と Inverted DEAによる効率
値を組み合わせながら，事業体の活動結果の特性に応じて分類し，評価を行う方法である．これによ
り，事業体の活動結果について，よりわかり易い定性的な把握が可能となる．具体的には，各事業体
のDEA効率値θ?と IDEA非効率値φ′??および２つのしきい値α，βを用いて，事業体全体を，特異な
活動を行った事業体と，効率性の良い，普通，悪い事業体と，計４つの部分集合に分割する．
図１：DEAと Inverted DEAの図解
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［事業体（DMU）の４種の分類］
⒜ Aはθ? αかつφ′?＜βを満たす事業体の集合である．
A中の事業体は，相対的に良い活動を行った事業体，あるいは，優秀な事業体と呼ぶ．
⒝ B はθ?＜αかつφ′?＜βを満たす事業体の集合である．
B 中の事業体は，相対的に普通の活動を行った事業体，あるいは，並の事業体と呼ぶ．
⒞ C はθ?＜αかつφ′? βを満たす事業体の集合である．
C 中の事業体は，相対的に悪い活動を行った事業体，あるいは，努力必要な事業体と呼ぶ．
⒟ D はθ? αかつφ′? βを満たす事業体の集合である．
D 中の事業体は，特異な活動を行った事業体，すなわち，特異な事業体と呼ぶ．
ここで，事業体全体の集合を上記のような４つ
の部分集合に分類する際に用いるしきい値αは，
各事業体をDEA効率値が高いクラスと低いクラ
スに二分割する際に用いる値であり，しきい値β
は，各事業体を IDEA非効率値が高いクラスと低
いクラスに二分割する際に用いる値である．この
しきい値α，βの設定に際しては，評価者の主観的
な判断などの情報を積極的に利用して設定すべき
である．もし，これらの情報が得られない場合に
は，各事業体に対する，DEA効率値と IDEA非効
率値のそれぞれに関しクラスター分析（cluster
 
analysis）を行い，二分割するしきい値α，βを設
定できる［??］．
図２：各事業体の効率値と４種の分類
図３：４種に分類された生産活動集合
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図３において，先ほど示した１入力２出力の事業体の場合について，DEAの効率的フロンティアと
Inverted DEAの非効率フロンティアによって包含される生産活動集合（production activity set［??］）
内において，４つの分類がどのように対応するのかを直感的に描いた．著者らが提案した事業体の分
類の特徴は，全事業体群の中で当該事業体がどのような位置で活動を行っているかを認識でき，事業
体の全体像を把握し易くできる点にある．
３．４ ウィンドー分析
DEAにおいて，時系列的に効率性の変化を測定するための分析法は様々存在する［?????????］が，論
文［??］を踏まえ，最も直感的に理解し易く，かつ，代表的なウィンドー分析（Window Analysis)［?］を
同様に用いるとする．
ウィンドー分析とは，ある期の当該DMUの活動を評価する際に，その期の他のDMUの活動ばか
りでなく，当該DMUの他の期の活動も異なるDMUとして取り扱うものとする．その上で，まず最
初の期から連続する数期分を分析対象としてDEAを適用する．そして，順に分析対象の期を１期ずつ
ずらす毎にDEAを適用し，移動平均のような形で相対的な効率性評価を行う時系列分析である．この
ウィンドー分析を数理的に記述した文献はあまりない．そこで，本論文では次のように記述する．
分析対象となる期をウィンドーとし，各DMU?（j＝1,...,n）の入出力データが k期間あるとする．
DMU?の t期（t＝1,...,k）の入力を x??（i＝1,...,m），出力を y??（r＝1,...,s）と記述し，分析
対象となる連続したウィンドー数を p個とすると，n×p個のDMUを対象にしたDEA，すなわち，
ウィンドー分析をw回（w＝k－p＋1）行うこととなる．ウィンドー分析の番号を d（d＝1,...,w）
とし，d番目の分析内において対象となる連続したウィンドーの番号を q（q＝1,...,p）とすると，
d番目のウィンドー分析における t期のDMU?（o＝1,...,n）に対するDEA/ウィンドー分析は，
最小化 θ???－ε（
m
Σ
i＝１
s???＋
s
Σ
r＝１
s????),
制約条件 θ???x???－
d＋p－1
Σ
t＝d
 
n
Σ
j＝１
x??λ???－ s???＝０ （i＝1,...,m),
d＋p－1
Σ
t＝d
 
n
Σ
j＝１
y??λ???－ s????＝ y???? （r＝1,...,s), ⑼
L  
n
Σ
j＝１
λ??? U （j＝1,...,n),
s???? ０ （r＝1,...,s),
s??? ０ （i＝1,...,m),
と表現できる．なお，⑼は一般形の生産可能集合を用いた投入指向型のDEAモデルであり，d番目の
ウィンドー分析における tは t＝d＋q－１という関係が成り立つ．
140 杉 山 学
この⑼を用いて，まず１回目のウィンドー分析として，d＝１とし，tを１から d＋p－１まで計算
する．次いで２回目のウィンドー分析として，d＝２とし，tを２から d＋p－１まで計算する．同様
の手順を繰り返し，dを１ずつ順にずらしていき，計w回のウィンドー分析を行って終了する．そし
て，得られた結果に対して移動平均のように，
θ??＝
１
d＋p－１
d＋p－１
Σ
t＝d
θ???（o＝1,...,n ;d＝1,...,w), ⑽
と，
θ?＝
1―
w
 
w
Σ
d＝１
θ??（o＝1,...,n), ?
で相対的な効率性評価を行うものがDEA/ウィンドー分析である．これらを表にまとめると，表１の
ようになる．
表１：DEA/ウインドー分析（２期間（p＝２）の場合）
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ここで，モデル⑼に対応する，d番目のウィンドー分析における t期のDMU?（o＝1,...,n）に対
する Inverted DEA/ウィンドー分析は，
最小化 φ′???－ε（
m
Σ
i＝１
s″???＋
s
Σ
r＝１
s″????),
制約条件 φ′???y????－
d＋p－1
Σ
t＝d
 
n
Σ
j＝１
y??λ″???－ s″????＝０（i＝1,...,m), ?
d＋p－1
Σ
t＝d
 
n
Σ
j＝１
x??λ″???－ s″???＝ x??? （j＝1,...,m),
L  
n
Σ
j＝１
λ″??? U （j＝1,...,n),
s″???? ０ （r＝1,...,s),
s″??? ０ （i＝1,...,m),
と表現できる．なお，?も一般形の生産可能集合を用いた産出指向型の Inverted DEAモデルであり，
d番目のウィンドー分析における tは t＝d＋q－１という関係が成り立つ．そして，DEAモデルの場
合と同様の手続きに従い，表１のように相対的な非効率性評価を行うものが Inverted DEA/ウィン
ドー分析である．
４ 電気事業体の生産性評価の枠組み
本節では，わが国の電気事業体の生産性に関する評価を行う際の評価の枠組みについて示す．なお，
本論文においても基本的に論文［??］で用いられた枠組みを踏襲する．
４．１ 電気事業体の生産性評価
わが国においても電力は，日常生活や生産活動において広くエネルギー源として利用されており，
各電気事業体（電力会社）によって地域毎に独占的生産・供給されてきた．したがって，電気事業体
の事業活動には，電力の安定した生産，供給という公共性の追求が課せられているといえる．またそ
の反面，わが国の電気事業体は株式会社でもあり，その事業活動自体の継続や将来的な設備投資のた
めに利益を生み出さなければならない．したがって，電気事業体の事業活動には，営利目的という企
業性の追求も課せられている．
その上，近年進みつつある電力自由化に伴い，一層の経営効率化が求められているのが現状である．
電気事業連合会［?］によれば，『わが国にとって望ましい電力自由化は，電気の商品特性や日本の固有の
事情を踏まえ，「効率化」と，⑴ユニバーサルサービスの達成，⑵供給信頼度の維持，⑶エネルギーセ
キュリティーの確保，⑷環境保全などの公共的な課題との両立を図ることが前提だと認識している．』
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とあり，効率化が大前提となっている．
これらの点から電気事業体の事業活動は，公共性と企業性の両面を持ち合わせており，その評価も
複雑であるといえる．本研究では，電気事業体の生産性という観点から効率性評価を行うために，電
気事業体を多入力多出力システムととらえ，入力として経営資源である人，物，金，すなわち従業員，
最大出力，総資産を用いて，いかに効率よく顧客にサービスを供給したかを表す出力として需要家数，
販売電力量を用いることで表現し，評価を行う．
電気事業体の公共性と企業性を，生産性という観点から効率性評価に当てはめると，公共性の追求
とは非効率性の改善ととらえることができ，企業性の追求とは効率性の追求であるととらえることが
できる．したがって，公共性の面を評価するためには，非効率を測定する Inverted DEAを用いるこ
とが適切であり，そして，企業性の面を評価するためには，効率を測定するDEAを用いることが適切
であると考える．
４．２ 生産性評価のための時系列データ
評価対象となる事業体は，離島を多数抱える沖縄電力を除外して，本土の電気事業体９社とする．
各電気事業体の入出力は以下の項目とし，入出力のデータは現時点で最新の平成６年度（1994年度）
から平成15年度（2003年度）の10年間を用いる．本研究で使用されたデータは文献［?］に記載されてい
るもので，表２にまとめられる．
［入出力の項目］
入力 :x?? 従業員数
x?? 最大出力
x?? 総資産
出力 :y?? 販売電力量
y?? 需要家数
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表２：電気事業体の入出力データ
従業員数 最大出力 総資産 販売電力量需要家数 従業員数 最大出力 総資産 販売電力量需要家数
x?? x?? x?? y?? y?? x?? x?? x?? y?? y??
平成６年度（1994年度) 平成11年度（1999年度)
北海道 6484 5430 1310968 23445 3441 北海道 6448 5936 1364552 28070 3719
東北 14499 11488 3448919 62042 6975 東北 14565 15209 4070307 71804 7463
東京 43104 5131813379411 248855 24391 東京 41859 5784614294811 274226 26330
中部 20891 26654 5762416 110117 9181 中部 19788 31769 6098210 120028 9915
北陸 5634 5508 1425961 23047 1802 北陸 5683 6209 1530692 24853 1940
関西 26702 35355 6374871 131934 11674 関西 26244 37796 7166847 140403 12625
中国 11240 9956 2524730 48803 4768 中国 11242 11938 2870031 52914 5062
四国 6880 6313 1412563 21925 2600 四国 6645 6316 1499535 25000 2804
九州 14241 16195 3941834 64322 7383 九州 14424 18955 3959243 73064 7962
平成７年度（1995年度) 平成12年度（2000年度)
北海道 6526 5430 1336492 24445 3504 北海道 6381 5936 1390896 29111 3760
東北 14580 12408 3644946 63800 7095 東北 14008 15221 4028446 74514 7522
東京 43431 5120713800396 254351 24832 東京 41383 5884314297626 280651 26669
中部 21068 27508 5984209 112606 9346 中部 18842 31771 6247961 123037 10023
北陸 5735 5508 1455101 23461 1836 北陸 5499 6909 1544270 25692 1960
関西 27136 36371 6592895 133816 11919 関西 25984 37458 7212514 142852 12768
中国 11203 10631 2679804 49401 4828 中国 11235 12188 2824786 54503 5109
四国 6986 6314 1376328 22566 2644 四国 6636 6876 1484710 25686 2834
九州 14469 16923 3960035 66675 7538 九州 14343 18966 4006256 75251 8055
平成８年度（1996年度) 平成13年度（2001年度)
北海道 6525 5431 1363936 25802 3579 北海道 6275 5904 1384555 28848 3791
東北 14728 12407 3782706 66135 7219 東北 13242 16076 3970773 72500 7567
東京 43148 5397513959837 257426 25285 東京 40624 6037514174834 275540 26991
中部 21024 29474 6074607 115580 9525 中部 18301 32231 6129232 120858 10106
北陸 5772 5509 1472751 24151 1869 北陸 5439 6759 1522832 24986 1973
関西 26260 37051 6653437 136379 12157 関西 25563 35585 7043444 139779 12889
中国 11325 10936 2843545 50794 4896 中国 11052 12179 2709182 53605 5144
四国 6997 6314 1404186 23335 2690 四国 6625 6877 1427626 25768 2854
九州 14568 16983 3992601 68993 7700 九州 14186 19336 3984739 75327 8130
平成９年度（1997年度) 平成14年度（2002年度)
北海道 6514 5867 1343149 26687 3637 北海道 6187 6604 1360920 29247 3834
東北 14687 13408 3902916 68577 7327 東北 12964 16048 3897981 74255 7606
東京 42655 5675614078382 265376 25702 東京 39488 6037713812528 281902 27252
中部 20416 30310 6119032 117488 9691 中部 17936 32733 5977514 123050 10181
北陸 5784 5509 1495103 24487 1897 北陸 5148 6759 1527483 25587 1987
関西 26338 37049 6693800 137447 12348 関西 23484 35434 6772316 141820 12969
中国 11345 10934 2964620 51593 4964 中国 11017 12195 2629834 55847 5171
四国 6988 6314 1427605 23772 2733 四国 6433 6893 1380360 26248 2867
九州 14606 18172 3994351 69896 7825 九州 13951 19347 3929942 76636 8190
平成10年度（1998年度) 平成15年度（2003年度)
北海道 6497 5877 1329360 27063 3678 北海道 6044 6600 1371888 29528 3862
東北 14670 14408 3958203 69057 7400 東北 12728 15514 3814323 74547 7647
東京 42153 5687414136950 267047 26029 東京 38762 6266013434326 276012 27500
中部 20203 31769 6025104 118168 9809 中部 17352 31735 5776440 122216 10254
北陸 5778 6208 1464776 23970 1919 北陸 5031 6003 1532599 25624 1999
関西 26329 37776 6914587 138818 12494 関西 22652 34824 6540844 140246 13053
中国 11333 11934 2889787 51612 5016 中国 10876 12205 2518788 55434 5196
四国 6804 6316 1473573 24595 2769 四国 6028 6860 1342188 26273 2871
九州 14442 18920 3948892 72025 7911 九州 13648 19889 3859049 77268 8235
単位 人 1000? 100万円 100万?h 1000口 単位 人 1000? 100万円 100万?h 1000口
【平成７年度版―平成16年度版 電気事業便覧より作成】
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５ 評価結果とその考察
ここでは各電気事業体の生産性を評価したいので，規模に関する収穫一定のDEAモデルである
CCRモデルと，それに対応した Inverted DEAで評価した．すなわち，上下限（L,U）＝(0,∞）と
設定し，３節で示した各モデルに適用した．なお，本分析の枠組みからDMUの数は n＝９，入力項
目はm＝３，出力項目は s＝２，入出力データの期間は k＝10となる．
先行研究である著者の論文［??］では，時系列分析が不十分であったために，十分な結論が導けなかっ
た．そこで，本論文ではウィンドー分析を行う際に設定される，連続するウィンドー数 pを，１期の
場合（p＝１），２期の場合（p＝２），３期の場合（p＝３）と３パターン設定し，詳しく時系列分析を
行うこととする．
まず，１期（p＝１）を分析対象としたウィンドー分析，すなわち，単年度毎にDEAと Inverted DEA
によって評価を行った結果は表３と表４のようになった．
表３：DEAの単年度毎の結果（１期間：p＝１）
’94年度 ’95年度 ’96年度 ’97年度 ’98年度 ’99年度 ’00年度 ’01年度 ’02年度 ’03年度 mean
北海道 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
東北 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 0.9964 1.0000 0.9619 1.0000 1.0000 0.9958
東京 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
中部 0.9812 0.9826 0.9843 0.9887 1.0000 1.0000 0.9985 1.0000 1.0000 1.0000 0.9935
北陸 0.8525 0.8712 0.8943 0.9019 0.8333 0.8444 0.8260 0.8178 0.8141 0.8883 0.8544
関西 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 0.9828 0.9818 0.9833 1.0000 1.0000 0.9948
中国 1.0000 0.9868 0.9634 0.9582 0.9262 0.9359 0.9430 0.9653 1.0000 1.0000 0.9679
四国 0.8188 0.8597 0.8553 0.8368 0.8404 0.8361 0.8302 0.8663 0.8848 0.8978 0.8526
九州 0.9342 0.9334 0.9286 0.9200 0.9377 0.9338 0.9319 0.9419 0.9337 0.9463 0.9341
表４：Inverted DEAの単年度毎の結果（１期間：p＝１）
’94年度 ’95年度 ’96年度 ’97年度 ’98年度 ’99年度 ’00年度 ’01年度 ’02年度 ’03年度 mean
北海道 0.8813 0.8939 0.8763 0.8375 0.8678 0.8642 0.8484 0.8583 0.8755 0.9001 0.8703
東北 0.8681 0.9219 0.9379 0.9321 0.9380 0.9204 0.8994 0.8986 0.8793 0.8739 0.9070
東京 0.8517 0.8748 0.8913 0.8757 0.8663 0.8464 0.8476 0.8441 0.8208 0.9008 0.8619
中部 0.9545 0.9718 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 0.9602 0.9859 1.0000 1.0000 0.9872
北陸 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
関西 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 0.9751 0.9411 0.9428 0.9555 0.9814
中国 0.8286 0.8780 0.9197 0.9412 0.9162 0.8962 0.8780 0.8687 0.8888 0.9212 0.8937
四国 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
九州 0.9548 0.9675 0.9576 0.9769 0.9891 0.9890 0.9372 0.9489 0.9544 0.9864 0.9662
さらに時系列分析として，隣接する２期（p＝２）を分析対象としたウィンドー分析，および，隣接
する３期（p＝３）を分析対象としたウィンドー分析によって評価を行った．隣接する２期のウィン
ドー分析の結果は表５と表６に，そして，隣接する３期のウィンドー分析の結果は表７と表８に，そ
れぞれ示す．なお，隣接する２期のウィンドー分析の一部結果は，論文［??］においても示されているの
で，参照されたい．
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表５：DEA/ウィンドー分析の結果（２期間：p＝２）
’94年度 ’95年度 ’96年度 ’97年度 ’98年度 ’99年度 ’00年度 ’01年度 ’02年度 ’03年度 average mean
北海道 1.0000 1.0000 1.0000
0.9991 1.0000 0.9996
1.0000 1.0000 1.0000
0.9905 1.0000 0.9953
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000 0.9994
東北 1.0000 0.9777 0.9889
0.9864 1.0000 0.9932
1.0000 0.9885 0.9943
1.0000 0.9649 0.9825
1.0000 0.9877 0.9938
0.9640 1.0000 0.9820
1.0000 0.9358 0.9679
0.9476 0.9740 0.9608
0.9677 1.0000 0.9838 0.9830
東京 1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000
0.9962 1.0000 0.9981
0.9904 1.0000 0.9952
0.9918 1.0000 0.9959
1.0000 1.0000 1.0000
0.9754 1.0000 0.9877
1.0000 1.0000 1.0000 0.9974
中部 0.9812 0.9776 0.9794
0.9697 0.9843 0.9770
0.9682 0.9887 0.9784
0.9822 1.0000 0.9911
0.9926 1.0000 0.9963
0.9892 0.9985 0.9938
0.9977 1.0000 0.9988
0.9590 1.0000 0.9795
0.9738 1.0000 0.9869 0.9868
北陸 0.8509 0.8558 0.8534
0.8685 0.8871 0.8778
0.8901 0.8949 0.8925
0.8982 0.8331 0.8657
0.8193 0.8432 0.8313
0.8234 0.8260 0.8247
0.8258 0.8141 0.8200
0.7908 0.8108 0.8008
0.8120 0.8883 0.8502 0.8463
関西 1.0000 0.9882 0.9941
0.9927 1.0000 0.9964
0.9982 1.0000 0.9991
1.0000 0.9880 0.9940
1.0000 0.9814 0.9907
0.9689 0.9818 0.9754
0.9812 0.9822 0.9817
0.9451 1.0000 0.9725
0.9779 1.0000 0.9890 0.9881
中国 1.0000 0.9599 0.9799
0.9791 0.9566 0.9678
0.9578 0.9510 0.9544
0.9545 0.9213 0.9379
0.9120 0.9353 0.9237
0.9118 0.9430 0.9274
0.9429 0.9631 0.9530
0.9422 1.0000 0.9711
0.9947 1.0000 0.9974 0.9570
四国 0.8103 0.8508 0.8305
0.8399 0.8553 0.8476
0.8333 0.8368 0.8350
0.8179 0.8367 0.8273
0.8227 0.8353 0.8290
0.8077 0.8302 0.8190
0.8301 0.8624 0.8463
0.8414 0.8848 0.8631
0.8721 0.8978 0.8850 0.8425
九州 0.9272 0.9334 0.9303
0.9145 0.9286 0.9216
0.9073 0.9200 0.9136
0.9032 0.9367 0.9200
0.9227 0.9338 0.9283
0.9134 0.9319 0.9226
0.9318 0.9385 0.9351
0.9051 0.9337 0.9194
0.9220 0.9463 0.9341 0.9250
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表６：Inverted DEA/ウィンドー分析の結果（２期間：p＝２）
’94年度 ’95年度 ’96年度 ’97年度 ’98年度 ’99年度 ’00年度 ’01年度 ’02年度 ’03年度 average mean
北海道 0.8813 0.8508 0.8661
0.8939 0.8630 0.8784
0.8762 0.8349 0.8556
0.8374 0.8178 0.8276
0.8678 0.8304 0.8491
0.8642 0.8247 0.8444
0.8484 0.8420 0.8452
0.8583 0.8442 0.8512
0.8755 0.8627 0.8691 0.8541
東北 0.8678 0.8929 0.8803
0.9219 0.9222 0.9221
0.9371 0.9321 0.9346
0.9313 0.9380 0.9347
0.9306 0.9204 0.9255
0.9204 0.8778 0.8991
0.8870 0.8986 0.8928
0.8986 0.8613 0.8800
0.8785 0.8565 0.8675 0.9041
東京 0.8507 0.8588 0.8548
0.8748 0.8758 0.8753
0.8911 0.8743 0.8827
0.8681 0.8663 0.8672
0.8595 0.8464 0.8529
0.8464 0.8301 0.8382
0.8359 0.8441 0.8400
0.8441 0.8039 0.8240
0.8206 0.8578 0.8392 0.8527
中部 0.9506 0.9637 0.9571
0.9660 1.0000 0.9830
0.9974 1.0000 0.9987
0.9690 1.0000 0.9845
1.0000 0.9894 0.9947
0.9838 0.9599 0.9718
0.9546 0.9859 0.9702
0.9859 0.9834 0.9846
1.0000 0.9761 0.9881 0.9814
北陸 1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 0.9943 0.9971
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 0.9960 0.9980
1.0000 1.0000 1.0000 0.9995
関西 0.9924 1.0000 0.9962
1.0000 0.9995 0.9997
1.0000 0.9923 0.9961
0.9929 1.0000 0.9964
1.0000 0.9955 0.9977
1.0000 0.9742 0.9871
0.9693 0.9411 0.9552
0.9411 0.9236 0.9324
0.9428 0.9366 0.9397 0.9778
中国 0.8286 0.8585 0.8436
0.8780 0.9038 0.8909
0.9195 0.9412 0.9304
0.9403 0.9162 0.9283
0.9151 0.8865 0.9008
0.8909 0.8612 0.8760
0.8713 0.8601 0.8657
0.8687 0.8410 0.8548
0.8888 0.8777 0.8832 0.8860
四国 1.0000 0.9943 0.9971
1.0000 0.9853 0.9926
1.0000 0.9968 0.9984
1.0000 0.9926 0.9963
1.0000 0.9955 0.9978
1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 0.9969 0.9984
1.0000 0.9815 0.9907
1.0000 0.9924 0.9962 0.9964
九州 0.9546 0.9266 0.9406
0.9675 0.9423 0.9549
0.9575 0.9645 0.9610
0.9754 0.9794 0.9774
0.9891 0.9770 0.9830
0.9644 0.9369 0.9506
0.9317 0.9489 0.9403
0.9489 0.9332 0.9411
0.9544 0.9720 0.9632 0.9569
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表７：DEA/ウィンドー分析の結果（３期間：p＝３）
’94年度 ’95年度 ’96年度 ’97年度 ’98年度 ’99年度 ’00年度 ’01年度 ’02年度 ’03年度 average mean
北海道 1.0000 0.9990 1.0000 0.9997
0.9925 1.0000 1.0000 0.9975
1.0000 0.9879 1.0000 0.9960
0.9897 1.0000 1.0000 0.9966
1.0000 0.9974 1.0000 0.9991
0.9954 1.0000 1.0000 0.9985
1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 0.9984
東北 1.0000 0.9756 1.0000 0.9919
0.9858 1.0000 0.9857 0.9905
1.0000 0.9874 0.9564 0.9813
1.0000 0.9602 0.9574 0.9725
0.9780 0.9640 1.0000 0.9806
0.9640 1.0000 0.9358 0.9666
1.0000 0.9358 0.9617 0.9658
0.9399 0.9661 1.0000 0.9530 0.9753
東京 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 0.9963 1.0000 0.9988
0.9981 0.9961 1.0000 0.9981
0.9836 0.9896 1.0000 0.9911
0.9809 0.9918 1.0000 0.9909
0.9918 1.0000 1.0000 0.9973
1.0000 0.9744 1.0000 0.9915
0.9749 1.0000 1.0000 0.9875 0.9944
中部 0.9785 0.9696 0.9843 0.9775
0.9629 0.9682 0.9887 0.9732
0.9646 0.9822 1.0000 0.9823
0.9715 0.9897 1.0000 0.9871
0.9815 0.9892 0.9985 0.9897
0.9884 0.9977 1.0000 0.9953
0.9571 0.9590 1.0000 0.9720
0.9384 0.9738 1.0000 0.9561 0.9792
北陸 0.8509 0.8558 0.8750 0.8606
0.8671 0.8866 0.8914 0.8817
0.8849 0.8906 0.8331 0.8695
0.8927 0.8192 0.8360 0.8493
0.8008 0.8234 0.8260 0.8167
0.8234 0.8258 0.8141 0.8211
0.7999 0.7904 0.8105 0.8003
0.7875 0.8082 0.8872 0.7979 0.8371
関西 1.0000 0.9852 1.0000 0.9951
0.9890 0.9982 1.0000 0.9957
0.9982 1.0000 0.9880 0.9954
1.0000 0.9857 0.9709 0.9855
0.9875 0.9689 0.9818 0.9794
0.9684 0.9812 0.9822 0.9773
0.9427 0.9451 1.0000 0.9626
0.9241 0.9779 1.0000 0.9510 0.9803
中国 1.0000 0.9597 0.9412 0.9670
0.9707 0.9539 0.9468 0.9571
0.9507 0.9465 0.9201 0.9391
0.9486 0.9068 0.9319 0.9291
0.8885 0.9118 0.9430 0.9144
0.9118 0.9429 0.9631 0.9393
0.9295 0.9413 1.0000 0.9569
0.9352 0.9874 1.0000 0.9613 0.9455
四国 0.7956 0.8358 0.8493 0.8269
0.8200 0.8333 0.8368 0.8300
0.8158 0.8179 0.8357 0.8231
0.8095 0.8202 0.8303 0.8200
0.7975 0.8077 0.8302 0.8118
0.8077 0.8301 0.8624 0.8334
0.8135 0.8412 0.8848 0.8465
0.8292 0.8721 0.8978 0.8507 0.8303
九州 0.9084 0.9145 0.9286 0.9172
0.8945 0.9073 0.9200 0.9072
0.8907 0.9032 0.9367 0.9102
0.8904 0.9222 0.9330 0.9152
0.9023 0.9134 0.9319 0.9158
0.9133 0.9318 0.9385 0.9278
0.8986 0.9051 0.9337 0.9124
0.8953 0.9220 0.9463 0.9086 0.9143
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表８：Inverted DEA/ウィンドー分析の結果（３期間：p＝３）
’94年度 ’95年度 ’96年度 ’97年度 ’98年度 ’99年度 ’00年度 ’01年度 ’02年度 ’03年度 average mean
北海道 0.8813 0.8508 0.8205 0.8509
0.8939 0.8630 0.8225 0.8598
0.8759 0.8347 0.8152 0.8419
0.8373 0.8178 0.8066 0.8206
0.8678 0.8304 0.7968 0.8316
0.8642 0.8247 0.8184 0.8357
0.8484 0.8420 0.8420 0.8441
0.8583 0.8442 0.8341 0.8512 0.8420
東北 0.8678 0.8929 0.8956 0.8854
0.9219 0.9222 0.9176 0.9206
0.9360 0.9313 0.9380 0.9351
0.9251 0.9306 0.9204 0.9254
0.9306 0.9204 0.8778 0.9096
0.9204 0.8778 0.8893 0.8958
0.8870 0.8986 0.8613 0.8823
0.8986 0.8613 0.8395 0.8800 0.9043
東京 0.8507 0.8588 0.8579 0.8558
0.8748 0.8758 0.8598 0.8701
0.8874 0.8681 0.8663 0.8739
0.8614 0.8595 0.8464 0.8558
0.8595 0.8464 0.8293 0.8451
0.8464 0.8285 0.8399 0.8383
0.8359 0.8441 0.8039 0.8280
0.8441 0.8039 0.8392 0.8240 0.8489
中部 0.9487 0.9609 1.0000 0.9698
0.9643 0.9949 1.0000 0.9864
0.9609 0.9690 1.0000 0.9766
0.9690 1.0000 0.9894 0.9861
0.9939 0.9789 0.9559 0.9762
0.9784 0.9546 0.9859 0.9730
0.9546 0.9859 0.9834 0.9746
0.9859 0.9834 0.9599 0.9846 0.9784
北陸 1.0000 1.0000 0.9943 0.9981
1.0000 0.9943 0.9945 0.9962
1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 1.0000 1.0000
1.0000 1.0000 0.9861 0.9954
1.0000 0.9960 0.9933 0.9980 0.9985
関西 0.9921 1.0000 0.9994 0.9972
1.0000 0.9995 0.9909 0.9968
1.0000 0.9917 1.0000 0.9972
0.9929 1.0000 0.9949 0.9959
1.0000 0.9912 0.9663 0.9858
0.9951 0.9693 0.9411 0.9685
0.9693 0.9411 0.9236 0.9447
0.9411 0.9236 0.9179 0.9324 0.9773
中国 0.8286 0.8585 0.8871 0.8581
0.8780 0.9038 0.9265 0.9027
0.9166 0.9403 0.9162 0.9244
0.9353 0.9134 0.8855 0.9114
0.9151 0.8865 0.8557 0.8857
0.8894 0.8575 0.8540 0.8670
0.8713 0.8601 0.8382 0.8565
0.8687 0.8410 0.8314 0.8548 0.8826
四国 1.0000 0.9943 0.9732 0.9891
1.0000 0.9853 0.9820 0.9891
1.0000 0.9967 0.9903 0.9957
1.0000 0.9918 0.9890 0.9936
1.0000 0.9955 1.0000 0.9985
1.0000 1.0000 0.9969 0.9990
1.0000 0.9969 0.9790 0.9919
1.0000 0.9815 0.9714 0.9907 0.9935
九州 0.9546 0.9266 0.9041 0.9284
0.9675 0.9423 0.9451 0.9516
0.9479 0.9620 0.9689 0.9596
0.9754 0.9794 0.9674 0.9741
0.9727 0.9606 0.9339 0.9558
0.9590 0.9317 0.9489 0.9466
0.9317 0.9489 0.9332 0.9380
0.9489 0.9332 0.9515 0.9411 0.9494
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これらの結果から，各電気事業体の生産性の評価結果であるDEA効率値と IDEA非効率値の年毎
の変化が少ない傾向が，大筋で読み取れる．これは論文［??］でも指摘されているように，日本の電気料
金制度の現状に起因していると考えられる．なぜなら，電気料金がコストに利益を上乗せして，基本
的に設定されているからである．一般的に電気事業者は地域独占のため，経営努力をあまり強いられ
ておらず，コストは各社ある程度異なっていても構わない．コストが増加すれば電気料金の値上げを
行えばよい仕組みとなっている．その上，1995年（平成７）の電力自由化前は通商産業省の許可制で
あったが，電力自由化後は届出制となり，料金設定の自由度が以前より増している．
さらに本論文では，論文［??］よりも詳しく時系列分析を行うために，ウィンドー分析の設定を３パ
ターン行った．その結果，各効率値の年毎の微妙な変化が読み取れるようになった．まず，１期を分
析対象としたウィンドー分析，すなわち，単年度毎の結果である表３と表４から，次の点がいえる．
企業性としての効率性追求の測定結果であるDEAにおいて，DEA効率的となる電気事業体の数が，
近年，増加傾向となっている．したがって，電気事業全体として効率化がなされていると考えられる．
そして，公共性としての非効率性改善の測定結果である Inverted DEAにおいて，IDEA非効率的と
なる電気事業体の数が，近年，減少傾向となっている．したがって，電気事業全体として非効率改善
がなされていると考えられる．
次に，隣接する２期のウィンドー分析の結果である表５と表６と，隣接する３期のウィンドー分析
の結果である表７と表８から，次の点がいえる．企業性としての効率性追求の測定結果であるDEAに
おいて，各電気事業体毎に多少の違いはあるが，毎年，DEA効率値が微量の改善傾向を示している．
特に，DEA非効率的な多くの事業体にとって良いお手本となる，参照集合の北海道電力，東京電力，
中部電力などは，多くの年度において効率の改善が行われている．そして，公共性としての非効率性
改善の測定結果である Inverted DEAにおいても，やはり各電気事業体毎に多少の違いはあるが，毎
年，IDEA非効率値が微量の改善傾向を示しており，DEAの場合と同様の傾向を示している．特に，
IDEA効率的な多くの事業体にとって悪いお手本となる，参照集合の北陸電力，関西電力，四国電力な
どは，多くの年度において非効率の改善が行われている．
これらの結果から総合的に判断すると，電力自由化後，電気事業全体の生産性は徐々にではあるが
改善されてきているといえるだろう．しかし，その改善のスピードは，電力自由化の進展と歩調を合
わせたかのようにゆっくりである．
ここで，各電気事業体のDEAと Inverted DEAに対するウィンドー分析の10年間の結果を１つの
値に集約した総合的な評価値θ?とφ′??は，それぞれ表９に示す通りである．
さらに，隣接する２期間と３期間のウィンドー分析の効率値を用いて，３節で示した事業体の分類
法を，それぞれ適用した．その結果は同一となり，表10の通りである．なお，２期間においてDEA効
率値に対して良い/悪い事業体を２分割するしきい値はα＝0.9850，IDEA非効率値に対するしきい値
はβ＝0.9650と設定し，３期間においてDEA効率値に対して良い/悪い事業体を２分割するしきい値
はα＝0.9770，IDEA非効率値に対するしきい値はβ＝0.9700と設定した．
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表９：ウィンドー分析による各効率値
１期間（p＝1） ２期間（p＝２） ３期間（p＝3）
DEA効率値 IDEA非効率値 DEA効率値 IDEA非効率値 DEA効率値 IDEA非効率値
北海道 1.0000 0.8703 0.9994 0.8541 0.9984 0.8420
東北 0.9958 0.9070 0.9830 0.9041 0.9753 0.9043
東京 1.0000 0.8619 0.9974 0.8527 0.9944 0.8489
中部 0.9935 0.9872 0.9868 0.9814 0.9792 0.9784
北陸 0.8544 1.0000 0.8463 0.9995 0.8371 0.9985
関西 0.9948 0.9814 0.9881 0.9778 0.9803 0.9773
中国 0.9679 0.8937 0.9570 0.8860 0.9455 0.8826
四国 0.8526 1.0000 0.8425 0.9964 0.8303 0.9935
九州 0.9341 0.9662 0.9250 0.9569 0.9143 0.9494
表10：ウィンドー分析の結果に対する分類
分類 電気事業体
A（優秀) 北海道，東京
B（並) 東北，中国，九州
C（努力必要) 北陸，四国
D（特異) 中部，関西
表10の分類結果による電力各社の生産性評価の差は，電気料金の格差として現れていると予想され
る．そこで，これら生産性評価の結果と電力各社の電気料金格差との関連について，2006年６月８日
付の『朝日新聞』の記事中の図に，電力各社の自由化後の料金値下げ率と標準家庭の料金が示されて
いるので，これに基づいて簡潔に検証する．
表11：電力各社の自由化後の料金値下げ率と標準家庭の料金
料金値下げ率 標準家庭の料金
北海道 16.9 6.16
東北 18.6 6.23
東京 19.9 6.27
中部 20.0 6.31
北陸 16.5 6.27
関西 16.0 6.36
中国 17.4 6.67
四国 16.4 6.55
九州 19.0 6.21
単位 ％ 1000円
【2006年６月８日付けの朝日新聞の図より作成】
表10で示された生産性評価に対する分類結果と，表11に示された電力各社の標準家庭の料金にはあ
る程度の関連が予想できるが，料金値下げ率とは関連がなさそうである．そこで，表９に示されてい
る各評価値と標準家庭の料金，さらに，料金値下げ率の相関を調べたところ，いずれも高い相関関係
はなかった．これは，今回の分析にコスト要素（原油の調達コストなど）や利益要素（経常利益など）
が含まれなかったためであろう．
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６ 結論と将来の課題
本論文では，わが国の電気事業体（電力会社）の生産性を公共性と企業性の両面からとらえ，DEA
と Inverted DEAの時系列分析手法を用いて，電力自由化後，効率化が行われているかどうかを実証
的に検証してみた．
この実証研究において，1995年（平成７）の電力自由化後，電気事業全体の生産性は徐々にではあ
るが改善されてきていることが確認できた．しかし，その改善のスピードは，電力自由化の進展と歩
調を合わせたかのように，ゆっくりであるということも，分析結果から実証された．これらは，電力
自由化の目的である「安定的な電力供給の確保」と「効率的な電力供給システムの構築」という課題
が，徐々にではあるが達成しつつあることを示すものといえるだろう．今後，電力の全面自由化に向
けた規制緩和が進み，ますます経営環境が厳しくなることが予想される．この状況下においても，一
層の経営努力により電気事業体の生産性の効率化が必要とされ，結果として利用者に対する電気料金
の更なる逓減やサービス水準の更なる向上が実現されることが命題であろう．そして本論文の結果が，
今後，更に検討が行われる電力自由化の制度設計の際に，資料として役立てられることを期待してい
る．
最後に，本研究では電気事業体の生産性評価をしたが，電力各社が行った電気料金に対する成果と
直接結びつかなかった．そこで，これら生産性評価の結果と電力各社の電気料金格差との関連につい
て，今後詳しく検証する必要があり，重要な研究課題としてあげられる．
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